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「知的財産推進計画2025（クールジャパン関連）」検討スケジュール

開催時期 概要
令和７年3月13日（木）
【オンライン】

クリエイトジャパンワーキング（第1回）
・「知的財産推進計画2025」に向けた議論（新CJ戦略（コンテンツ以外）を踏まえた
取組状況を含む（主なもの）を含む）

令和７年3月18日（火） コンテンツ戦略ワーキング（第1回）
・「知的財産推進計画2025」に向けた議論、新CJ戦略（コンテンツ）を踏まえた取組
状況を含む（主なもの）を含む）

令和７年４月中旬 クリエイトジャパンワーキング（第２回）・コンテンツ戦略WG（第2回）＜合同＞
・知的財産推進計画2025（クールジャパン関連）ドラフト案の議論

令和７年４月中旬 構想委員会（第４回）
・各部会等の検討状況報告、「知的財産推進計画2025」ドラフトについて議論

令和７年5月中下旬 構想委員会（第5回）
・「知的財産推進計画2025」（案）について議論

令和７年６月頃 知的財産戦略本部
・「知的財産推進計画2025」決定

国際標準戦略部会クリエイトジャパンWG

【座長】 渡部俊也
東京大学未来ビジョン研究センター教授（副学長）
東京科学大学 研究イノベーション本部教授（副学長）
【委員】 有識者21名

【本部長】 内閣総理大臣
【副本部長】 知財戦略担当大臣、内閣官房長官、

                   文科大臣、経産大臣
【本部員】 その他の全国務大臣及び有識者10名

構想委員会

知的財産戦略本部

コンテンツ戦略WG

1



0

20

40

60
インバウンド誘致（訪日外国人旅行消費）
ファッション、化粧品の海外展開
食の海外展開（農林水産物・食品の輸出など）
コンテンツの海外展開

クールジャパン関連産業の海外展開（KGI／KPI）

（兆円）
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4.7兆円

5.3兆円

4.9兆円
4.2兆円

＜デジタル化に伴う共通課題＞
・ 産業構造・商慣習がデジタル化・DX化に対応できていない
・ プラットフォームと流通事業者等が対等な関係を確保できていない
・ 海賊版被害が拡大・深刻化している（特に海外－海外）
＜ジャンル別＞
○ ゲーム：新規IPの創出、海外の規制等の情報収集機能の強化
○ アニメ：慢性的な人材不足（特に若手プロデューサー）
○ マンガ：個人作家が活躍できる環境整備、エコシステムの形成
○ 実写：ハイスキルなデジタル人材の不足、ロケ誘致の推進
○ 音楽：デジタル化／グローバル化に対応したビジネスモデルへの転換

＜共通＞
・ 高付加価値化、その収益が再投資に回るエコシステムの形成が必要
・ 外国人目線で日本の魅力をプロデュースする人材の確保、環境整備

（注）コンテンツの海外展開など
一部は2022年の実績

横断的な取組（インバウンド、食など）の主な課題コンテンツ分野の主な課題

＜インバウンド誘致（訪日外国人旅行消費）＞

＜ファッション、化粧品の海外展開＞

＜食の海外展開＞

・ 高い体験価値を提供できるコンテンツの開発・整備
・ デジタル化・DXの推進、質の高いガイドの確保・育成

・ 輸出先の多角化、新たなマーケットの開拓、現地商流へのアプローチの強化
・ 海外における日本の食・食文化全体の普及・浸透

2023年 2033年

・ 日本の独自の強みの戦略的な海外への発信
・ 国内需要に依存したビジネスモデルからの脱却

30兆円以上

50兆円以上

2028年

相乗効果により
加速的に拡大基盤の整備

（注）経済的な指標のほか、各国・地域における「日本が大好き」の割合について、
2033年までに10ポイント（2028年までに５ポイント）上昇させることを目指す。
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出典：第 回構想委員会（令和６年１２月１２日）資料１抜粋1

クリエイトジャパンWGの検討項目（案）について

○クリエイトジャパンWGでは、「知的財産推進計画2025」に向けて、地方での
クールジャパンの促進や異分野間連携の実現など、当面重点をおいて取り組むべき
事項を中心に議論を行う予定。

開催時期・スケジュール

アジェンダ（案）

 2025年２月頃から４月の間に２回程度開催。
 第１回会合は、「新たなクールジャパン戦略」（コンテンツ以外）の取組フォローアップ
（主なもの）及びクリエイトジャパンWGに関する項目を切り出して議論。第２回会合は、
コンテンツ戦略WGと合同で、「新たなクールジャパン戦略」の取組フォローアップ及び、
「計画2025素案」について審議。

 異分野間連携の促進
• 近年のアニメ等などの世界的な人気拡大を踏まえ、コンテンツを起点・入口にした分野、業
界を超えた連携は、それぞれの経済圏を拡大できる可能性があるため、多様な異業種間連携
を推進する観点から、どのような取組が必要かについて議論。（経済波及効果の試算・事例
の収集、連携・プロモーションの促進）

 地方創生の実現への貢献
• 日本の魅力たる地域の様々な拡大等は地方経済の成長に寄与するものと期待されるため、今
後どのような取組が必要か魅力発信による海外展開について議論。（大阪・関西万博等を活
用した地域の魅力の発信強化、グローバル市場での高い体験価値提供による好循環の実現）
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かってと異なり、貿易収支の黒字で稼ぐのではなく、利子・配当金などの第一次所得収支で稼ぐ構造。こうした中、インバウン
ド・知的財産により、サービス収支の赤字幅(2023▲3兆円)を抑えていくことは重要。

１. 日本の経常収支の構造

（資料）「国際収支統計」（財務省）をもとに作成

日本の国際収支から見たクールジャパン（経常収支の中のサービス収支）
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貿易収支 サービス収支 第一次所得収支 第二次所得収支 経常収支
※対外金融債権・債務から
生じる利子・配当金等の収支
（直接投資収益、証券投資収益など）

※居住者と非居住者との間の対価
を伴わない資産の提供に係る収支
（官民の無償資金協力、寄付、贈与など）
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○サービス収支は慢性的な赤字構造にあり、増大するクラウド使用等により、2023年は3兆円超の大幅な赤字。知財等使
用料の3兆円規模の安定的な黒字とインバウンドの拡大が我が国の国際的なサービスで稼ぐ力を牽引。

２. サービスの国際収支（2023年）の内訳 (兆円)

（資料）「国際収支統計」（財務省）をもとに作成

日本の国際収支から見たクールジャパン（サービス収支の中の知財・旅行収支等）

<関連小項目>コンピューターサービス
個人によるゲームソフトのダウンロード、サ
ブスクリプション等を含む

<関連小項目> 音響・映像・関連サービス
個人による音楽映像のダウンロード、サブス
クリプション、音楽映像制作(ライセンス除く)
や興行のサービス取引を含む

<関連する小項目>産業財産権等使用料、著
作権等使用料
特許、商標、意匠、ノウハウ、著作物 (プログラ
ム含む)、フランチャイズによる企業間のライセンス

赤字 黒字
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https://www.jnto.go.jp/statistics/data/_files/20250115_1615-1.pdf

訪日外客数（2024年間推計値）

◇2024 年計:36,869,900人、年間3,600 万人を突破し過去最多。堅調な訪日需要や航空便の回復
等により、桜・紅葉シーズンや夏の学校休暇など、ピークシーズンを中心に、東アジアのみならず東南アジア、
欧米豪・中東においても単月での過去最高が更新されたことが要因。
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インバウンド消費動向調査（旧 訪日外国人消費動向調査）

https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001856155.pdf

•訪日外国人旅行消費額（速報）は8兆1,395億円（2023年比53.4%増、2019年比69.1％増）。
•国籍・地域別では、中国17,335億円、台湾10,936億円、韓国9,632億円、米国9,021億円、香港6,584億円の順
で多く、これら上位5カ国・地域で全体の65.7％を占める。

•費目別では、宿泊費が33.6％と最も多く、次いで買物代（29.5％）、飲食費（21.5％）の順で多く、2023年に比べ、
買物代の構成比が増加。2019年との比較では宿泊費の構成比が増加。
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みずほリサーチ&テクノロジーズ ： Mizuho RT EXPRESS 注目が集まる「高付加価値旅行者」
https://www.mizuho-rt.co.jp/publication/2025/research_0009.html

•2024年度上期（4～6月期・7～9月期）の高付加価値旅行者は年率換算で52.8万人と2019年（32.2万人）対
比で６割増加し、消費総額も同7,912億円と2019年（6,744億円）の1.2倍。

•滞在期間が長い（1週間以上）高付加価値旅行者は、より幅広い地方に訪問する傾向がある上に、「日本らしさ」の体
験ニーズが相対的に高い。訪日外国人にとって魅力的な「日本らしさ」の訴求により、滞在期間が長い高付加価値旅行
者の拡大が実現すれば、インバウンドの単価引上げと地方誘客の促進につながりうる。

高付加価値旅行者の動向
高付加価値旅行者：着地消費 100 万円以上/人の訪日外国人旅行者

8

図表1　高付加価値旅行者の人数・単価・消費総額

2019年 24年度上期
(年率換算)

増減率

人数 32.2万人 52.8万人 +64%

単価 209万円 150万円 ▲28%

消費総額 6,744億円 7,912億円 +17%

(出所)　2019年数値：日本政府観光局「訪日市場調査及び富裕旅行市場調査」
(2022 年)）
24年度上期数値：観光庁「インバウンド消費動向調査」個票データより、
みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成
増減率：内閣府作成



高付加価値旅行者の誘客に向けて集中的な支援等を行うモデル観光地

観光庁では、消費額増加、地方への誘客をより重視し、訪日旅行における消費単価が高い傾向にある高付
加価値旅行者の地方への誘客を促進するため、総合的な施策を集中的に講じるモデル観光地として14地
域を選定。

https://www.mlit.go.jp/kankocho/seisaku_seido/kihonkeikaku/inbound_kaifuku/kofukakachi.html 9



インバウンドに関する地域の取組事例（道東アドベンチャーツーリズム）

分野 訪日外国人消費 案件名 道東アドベンチャーツーリズム

特長

• 道東アドベンチャーツーリズムは近年海外からも注目を集めており、、
2023年「アドベンチャートラベルワールドサミット北海道」をきっかけに、
日本のアドベンチャーツーリズムの情報発信はますます加速している。

• 国内アドベンチャーツーリズムにおいては、外国人によるツアー造成の
事例も多い中、国内の民間企業を主体とした取組みは珍しく、横展
開が可能と考えられる。

担
い
手

名称 鶴雅ホールディングス エリア 北海道阿寒地域

基本情報

• 設立：2016年3月（創業：1955年）
• 事業内容：ホテル業経営、飲食店経営、土産物等の販売、旅行
代理店経営、2018年アドベンチャーベース SIRI開業

• 従業員数：811名
• 拠点：北海道釧路市阿寒町

経済規模/外需獲得
実績

（海外売上比率等）

• インバウンド入込客数：推定20～30％
• 開業から6年でリピーター率45% 、メインターゲットとした欧米豪客の
獲得（欧米豪比率23％）

※鶴雅ホールディングスの業績は非開示のため、記事等から推察

海外露出実績
(海外出展や国際受賞歴)

• iF Design Award 2023(ドイツ)
• IDA Design Awards 2023(Silver Prize)

(2007年、LAで設立された国際的デザインアワード)

トピックス

• 同社現営業部副部長を中心に、2015年からインバウンド強化。
2016年アドベンチャートラベルワールドサミット(アラスカ)に参加し、
2017年にサミット主催者を招いた道東のコンテンツ紹介を実施。
2019年にはFAMツアーを開催。 https://cjpf.jp/modelcase/27tsuruga/10



https://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/savorjp/attach/pdf/index-101.pdf

•農林水産省では、地域の郷土料理やそれを支える農林水産業、伝統文化等の魅力で、訪日外国人を誘客する農泊地域
などを、農林水産大臣が「SAVOR JAPAN」地域として認定。地域では、地域の実行組織を核に、関係者（自治体、観光
協会（DMO）、宿泊施設、レストラン、農家、加工施設、工房等）が連携して、地域の食文化の歴史やストーリーにも触
れることができる旅先として誘客。

•専門家の派遣により、食体験コンテンツの掘り起こしや地域資源の観光商品化に向けた磨き上げの支援、オールジャパンによ
るブランド（SAVOR JAPAN）として一元的な情報発信を実施。

SAVOR JAPANの取組

SAVOR JAPANとは、地域の食と、それを生み出す農林水産業を核として、訪日外国人の誘致を図る地域の取組を認定する制度
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•2024年1-12月の輸出実績は、対前年比+3.7％の1兆5,073億円(2023年1-12月実績：1兆
4,541億円）

•中国及び香港向けが水産物の輸入規制の影響を受け大きく減少したが、中国・香港以外の国・地域向け
が大きく増加した結果、対前年比＋3.7％と昨年を上回る結果となった。

農林水産物等の輸出動向

12
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e info/attach/pdf/zisseki-250.pdf



酒の輸出動向

https://www.nta.go.jp/taxes/sake/yushutsu/pdf/0024005-134.pdf 13

（2025年２月作成）
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 地域ブランドを保護する取組として、地理的表示（GI）保護制度と地域団体商標制度がある。
 GIは、農林水産物等は154件（令和7年1月時点）登録、酒類は30件（令和6年12月時点）指定、地域団体商
標はすべての商品・サービスを対象として、781件（令和6年12月時点）登録。

 GIは、我が国と同等水準と認められるGI制度を有する国・地域との間で、国際約束により相互保護が可能であ
り、我が国の農林水産物等は欧州連合(EU)で108産品、英国で109産品が、酒類はメキシコ合衆国、チリ
共和国、ペルー共和国、EU、英国、米国、インドにおいて保護されている。（令和６年12月時点。保護
対象産品は国・地域で異なる）。なお、地域団体商標については個別に出願が必要。

地域ブランドを保護する仕組み

15※料金の記載は資料作成時点



ファッションの海外展開の取組事例

担
い
手

名称 三星毛糸株式会社 エリア 岐阜県羽島市

基本情報

• 設立：1887年（創業）
• 事業内容：衣料向け繊維素材（織物、編物）の企画・製造および自社
ブランド事業の展開

• 従業員数：100名（グループ総数）
• URL：https://mitsu-boshi.jp/

経済規模/外需
獲得実績

（海外売上比率
等）

• 海外売上が 1 割から 2 割へと増加（2020年時点）。

海外露出実績
(海外出展や国
際受賞歴)

• 2012年よりPremiere Vision Parisへ出展。
• 2015年にはErmenegildo Zegna Made in Japan Collectionに選
出。

トピックス

• 仏での出展以降、パリのエージェントと連携し、海外ブランドへアプローチ。
• LVMHグループなどの海外ラグジュアリーブランドとの取引実績有。
• 海外ブランド担当者がサンプルの確認に、三星毛糸を訪問。
• クラウドファンディングを活用し、プロジェクト「23時間を快適にするTシャツ」を
立ち上げ。

• 2021年から産業観光イベント「ひつじサミット尾州」を開催し、毛織物関係
の会社が参加し工場を一般開放、飲食店が羊にちなんだメニューを提供。

• 2023年7月7日（金）に日本初のアトツギ（老舗企業）とスタートアップ
の共創コミュニティを発足。
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５ 地方創生 2.0 の基本構想の５本柱
〇 以下の５本の柱に沿った政策体系を検討し、来年夏に、今後１０年間 集中的に取り組む基本構想を取りまとめる。
〇 国の役割
・ 国は、国でなければできないこと、国として挑戦せねばならぬこと に取り組み、財政、人材、情報の各支援を充実させる。
新地方創生 交付金を当初予算ベースで倍増するとともに、地方の課題等を起点とする規制・制度改革を大胆に進める。
・ 省庁の縦割りを排し、各省連携して施策を「統合化」、「重点化」する。
〇 地方の役割
・ 地方は、「産官学金労言」から成る地域のステークホルダーが知恵 を出し合い、他の地域の好事例も学びつつ、地域自ら
が真剣に考え、 行動を起こし、自主的・主体的に取り組む。

① 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生
② 東京一極集中のリスクに対応した人や企業の地方分散
③ 付加価値創出型の新しい地方経済の創生
〇 農林水産業や観光産業を高付加価値化し、自然や文化・芸術など地域資源を最大限活用した高付加価値型の
産業・事業を創出する。

④ デジタル・新技術の徹底活用
⑤ 「産官学金労言」の連携など、国民的な機運の向上

地方創生 2.0 の「基本的な考え方」

令和６年 12 月 24 日 新しい地方経済・生活環境創生本部決定

（考えられる施策）
・ 農林水産品・食品や工芸品のブランド化、海外展開、高付加価値化
・ 地方の異なる産業・部門が連携・融合した内発的なクラスターの形成と国・地方・民間が連携した総合支援
・ 地域の自然・文化芸術資源の活用、スポーツの振興
・ NFT を含む Web3.0 等の有効活用による付加価値創出
・ コンテンツ造成等の地域観光資源の磨き上げ、観光地の高付加価値化
・ 地方大学と企業等が連携した地域の特徴ある産業の高付加価値化
・ 地域におけるクールジャパンの推進による付加価値創出
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地域におけるコンテンツの人材育成・企業誘致等に取り組んだ事例
【新潟市】
・平成24年、新潟市としてマンガ・アニメ文化の振興を推進
するべく、 「マンガ・アニメを活用したまちづくり構想」を策定
し、情報発信拠点施設（マンガの家、マンガ・アニメ情報
館）の整備、にいがたマンガ大賞、にいがたアニメ・マンガ
フェスティバル等実施。・令和５年３月には、「第１回新
潟国際アニメーション映画祭」を開催。

•地域では、雇用創出や地域産業の活性化につなげることを目的し、地域の関係機関が連携してアニメ関連企業の誘致や人
材育成拠点施設の整備等を進めている取組が複数見られる。

・令和３年度に東京拠点のアニメーション制作企業が新潟スタジオを設置、令和５年度に５社のアニメーション制作企業が立
地、マンガ・アニメ関連企業を誘致。
・市内にはマンガコースを持つ高等学校、マンガ・アニメ関連の専門学校だけでなく、近年では専門職大学が開学。新潟大学
「アニメ・アーカイブ研究センター」では、アニメーションのシナリオや絵コンテ、セル画などの中間素材の保存・分析・活用に係る研
究、開志専門職大学アニメ・マンガ学部「新潟視覚芸術研究所 RIVNA」では、マンガ・アニメの視覚表現技術とメディア環境
の分析に特化した研究など学術研究も進む。

【群馬県】
・デジタル・クリエイティブ産業の県の主力産業をめざし、新たな産
業を担う人材育成・集積（小中高生を対象とした全国初のデジ
タルクリエイティブに特化した人材育成拠点等）、企業誘致・産
業創出（県内クリエイティブ関連の専門学校との連携、拠点設置
の支援）魅力の発信・活動支援（ロケ誘致、若手映像クリエイ
ター支援、クリエイティブ拠点化）に取り組む。
・コンベンション施設「Ｇメッセ群馬」では撮影スタジオ機能を強化
し、屋内外で大規模撮影が可能、VFXスタジオの設置等を実施。

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/jitsumusha_condankai/dai3/gijisidai.html 19

https://www.city.niigata.lg.jp/kanko/bunka/shinko/mangaanime_mati/manganimekousou3.files/manganimekousou3.pdf

地域におけるコンテンツ発の地方創生の取組事例

19



マンガ・アニメ・ゲームの原画等の保存・活用した拠点整備等の事例

•一部の地域では、作品の製作過程で生み出されたマンガやアニメの原画等の保存・活用の取組のほか、観光拠点としての活
用も進む。文化庁「メディア芸術連携基盤等整備推進事業」を契機とした施設間のネットワーク化も進行。

横手市増田まんが美術館
1995年にオープンした複合施設「増田ふれあい
プラザ」内に設けられていた、旧・増田まんが美術
館を、横手市出身の「釣りキチ三平」で知られる
矢口氏からのマンガ原画約4万5000枚寄贈を
きっかけに全館がまんが美術館としてリニューアル
オープン。
【地方創生交付金活用事例】

進撃の巨人 in HITA ミュージアム（本館）、 ANNEX

・「ANNEX」は漫画の世界に没入したかのよう
な巨大デジタル展示「イマーシブコミック」、諫
山創先生の幼少期の写真ならびに作品、大
型壁面コラージュ・パネル・タペストリー等、貴
重な作品が展示。

https://animetourism88.com/88navi/

・「本館」には貴重な原画や、諫山先生の幼少期から青春期の
作品、大迫力のオブジェ、諫山先生のコメントによる貴重な作
品キャプションや、実際の『進撃の巨人』執筆デスクも展示。

地域におけるコンテンツ発の地方創生の取組事例

文化庁「メディア芸術連携基盤等整備推進事業」を契機とした ネット
ワークの例＜第１期：R２～R６＞

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kondankaito/geijyutsu_kiban/pdf/94132101_01.pdf

（観光庁：観光再始動事業）
20
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地域におけるビューティ発の地方創生の事例

•佐賀県では、フランスコスメティックバレー企業との交流を契機に、唐津市・玄海町を中心とする佐賀県及び北部九州の地域資
源を活かし、ビューティ・ヘルスケア領域のスタートアップの研究開発支援や地元企業との協業や立地促進等を行い、美と健康
に関するコスメティック産業の集積を推進。さらに海外産業クラスターとの連携、海外販路支援等を行いグローバル展開を推進。

コスメティック構想はなぜ生まれたのか

◆化粧品大国のフランスとの交流がきっかけ

フランスのコスメティックバレーの企業と佐賀県唐津市の企業とのビジネス交

流が契機として、2013年11月、唐津市を拠点に化粧品産業を集積する産学官

組織「ジャパンコスメティックセンター（JCC）」を設立

◆佐賀県の強み

• 成長著しいアジアの中心に位置する

• 唐津市を中心としたコスメ産業のクラスター
（OEM工場、検査分析、物流等）

• 佐賀県玄海町の薬用植物栽培研究所
（薬用植物の見本園約100種類の植物）

• 豊かな自然環境 （化粧品のブランドイメージに寄与）

佐賀県 コスメティック構想とは
・コスメティック構想とは、豊かな自然環境と本物の地域資源があることを
活かし、唐津市・玄海町を中心とする佐賀県及び北部九州に美と健康に
関するコスメティック産業を集積させ、コスメティックに関連する
自然由来原料の供給地となることを目指すもの
・コスメティック産業に特化した支援は、行政として非常に珍しい取り組みとして
業界の注目を浴びる

●2013年に産学官組織

「ジャパン・コスメティックセンター」を
設立

●コスメティック関連企業と
１６件の立地協定を締結
●県内の化粧品生産額は、
過去10年で2.1倍に増加
●佐賀大学がコスメティック・
サイエンス学環の設立を申請

佐賀県のコスメティック構想１１年の歩み
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（伝統文化、食等の地域資源、
人材育成、撮影機能等の提供）

「コンテンツを活用した地方創生」の実現に向けた好循環

クリエイター

コンテンツの製作

制作会社等 海外ファン・事業者

・ロケ誘致の推進
・コンテンツ関係者に対して地域特有の文
化、地場産品等の活用を促進
・若手クリエイター等の育成支援
・博物館・美術館、劇場等の若手クリエイター
等の国内活動拠点としての機能強化

制作会社等

・コンテンツ産業の海外展開等の促進
・アニメツーリズム等の成功事例の収集・ノウハウ等の情報共有
・コンテンツと連携した地域の魅力発信等の取組を促進
・地域の文化芸術資源の活用推進
・地域におけるクールジャパンの推進による付加価値創出の取組を
促進
・地方部での滞在促進のための地域周遊観光、地域の観光資源
を活用した高付加価値化を推進

インバウンド誘客

地域の魅力の海外発信

コンテンツの海外展開
（アニメ等に地域資源が描画）

国内企業・大学等

コンテンツ活用・人材育成等拠点

地域関係者

誘致

連携

地域に根差したコンテンツの創造 コンテンツ・地域の魅力の発信
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新クールジャパン戦略の実装 重点推進項目

 近年のアニメ等などの世界的な人気の拡大により、アニメ等に登場した場所や原作者の出身地を訪れる外
国人が増加、アニメ等に出てきた食等が人気になるなど、コンテンツの人気がインバウンド等他の分野に波
及効果をもたらすなど、コンテンツを起点・入口にした分野、業界を超えた連携は、それぞれの経済圏を拡
大できる可能性がある。

 また、日本が誇る伝統的工芸品と他の産業が連携することで、両者の強みを活かしたモノづくりが実現し、
ブランド価値を向上させる取組も進んできている。

 地方には、食や伝統文化、観光施設などの様々な資源が豊富にあり、クールジャパン戦略の推進は地方
の経済成長・地域活性化、地方創生に寄与する。

 2025年４月から大阪・関西万博が開催されるため、こうした場をはじめ、業界・地域の垣根を超えた連
携による地域の魅力の発信強化・海外展開を推進、万博以降も継続的な取組が進むことが期待される。

 このため、異分野間の連携、地域での取組を促進するため、今後、どのような取組強化が必要か。

コンテンツを起点とした連携

・アニメ等のゆかりの地は、コンテンツ関係者においてファンとつながる場を提供するとともに、地域関係者におい
て関係人口の増加・地域経済の成長、地方創生につながる可能性がある。アニメ等コンテンツを起点にした
異分野間連携の全国的な取組に向け、コンテンツ業界や自治体等をはじめとした関係者の連携、関係省
庁等における継続的な推進が求められるのではないか

・ コンテンツを起点とした異分野間連携は、コンテンツ関係者、制作会社、自治体、地域の事業者等様々な
関係者との調整が伴うため地域での取組が生まれにくい。さらに、コンテンツとの連携に注目する非コンテンツ
分野の企業の動きもある。このため、地域の取組体制やコンテンツ関係者等との調整など、既に取り組んで
いる地域や企業間連携のノウハウ等の共有や、地域資源や異業種における付加価値を活用したコンテンツ
や関連サービスの創出が進むような取組を進めてはどうか
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新クールジャパン戦略の実装 重点推進項目

拠点整備・人材育成等

・地域における取組では、中核となる地域のキーパーソンが不可欠であり、さらに地元にはない知見やノウハウ、
人脈等をもつプロデューサー人材と連携できるような環境が重要。全国的な取組やキーパーソン・プロデュー
サー人材をネットワーク化していくことが重要ではないか。
・地域の強み（立地や自然環境、地域資源等）を生かした拠点整備等は、産学官の多くの関係者との連
携が不可欠であるため、自治体の役割が期待されるのではないか。
・地域における異分野連携の取組を促進するため、例えば、アニメツーリズムによる経済的効果の実証調査
が必要ではないか。

横断的取組

・地域にあるコンテンツ関係の拠点施設では、自治体、教育機関等などとの連携の下、企業誘致や産業集積
等に加え、地方誘客の観光拠点の役割や人材育成も担っている。コンテンツ等に関心のある訪日外国人観光
客には、このようなコンテンツの拠点施設と地方にあるアニメ等のゆかりの地の施設等とが連携することで、訪日
外国人観光客の誘客・回遊促進にもつながる可能性もある。既に取り組んでいる地域のコンテンツ拠点整備・
活用事例などのノウハウ等を関係者間で整理・共有するなどして、各地域での創意工夫や取組を促進してはど
うか。
海外展開

・地理的表示（GI)や地域の商標登録などはブランドの信頼性と認知度を高め、さらにはインバウンドの拡大
にもつながるため、海外展開の推進とあわせて、より一層のブランディングの普及啓発も重要ではないか。外
国人の関心が高い日本のコンテンツやユネスコ無形文化遺産登録された「伝統的な酒造り」などと絡めたブラ
ンディングを促進してはどうか。
・海外発信においても、地域（分野）の垣根を超えた一覧性のある情報発信など、外国人の視点にたった
情報発信が必要ではないか
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